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Q．当社では、新型コロナウイルス感染症等の影響に
伴い、国や地方公共団体から助成金等の交付を受けま
した。この助成金等はいつの事業年度の収益の額とし
て計上する必要がありますか。

Ａ．
○　ご質問の助成金等の収益計上時期については、個
別の助成金等の事実関係によって、次のとおり、様々
な時期が考えられます。

【基本的な考え方】
○　法人税の所得金額の計算上、ある収入の収益計上
時期は、原則として、その収入すべき権利が確定し
た日の属する事業年度となります（法人税法 22 条
２項、４項）。

　　ご質問の助成金等については、国や地方公共団体
により助成金等の交付が決定された日に、収入すべ
き権利が確定すると考えられますので、原則として、
その助成金等の交付決定がされた日の属する事業年
度の収益として計上することとなります。

【特定の経費を補填するもの】
〇　ただし、その助成金等が、経費を補填するために
法令の規定等に基づき交付されるものであり、あら
かじめその交付を受けるために必要な手続（※１）
をしている場合には、その経費が発生した事業年度
中に助成金等の交付決定がされていないとしても、
その経費と助成金等の収益が対応するように、その
助成金等の収益計上時期はその経費が発生した日の

属する事業年度として取り扱うこととしています。
（※ 2法人税基本通達２－１－ 42）
※ 1　必要な手続とは、例えば、休業手当について
雇用調整助成金を受けるための事前の休業等計
画届の提出などが該当しますが、新型コロナウイ
ルス感染症に伴う特例措置により、事前の休業等
計画届の提出は不要とされています。その場合の
雇用調整助成金の収益計上時期は、原則として、
交付決定日の属する事業年度となります。

　　ただし、事前の休業等計画届の提出が不要の場
合であっても、交付申請を行っており、交付を受
けることの確実性が認められ、経費が発生した日
の属する事業年度に会計上も収益計上している
ときには、税務上もその処理は認められると考え
られます。

【参考】
※ 2　（法人税基本通達 2-1-42）　法令に基づき交

付を受ける給付金等の帰属の時期
　　法人の支出する休業手当、賃金、職業訓練費等
の経費を補填するために雇用保険法、労働施策の
総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職
業生活の充実等に関する法律、障害者の雇用の促
進等に関する法律等の法令の規定等に基づき交
付を受ける給付金等については、その給付の原因
となった休業、就業、職業訓練等の事実があった
日の属する事業年度終了の日においてその交付
を受けるべき金額が具体的に確定していない場
合であっても、その金額を見積り、当該事業年度
の益金の額に算入するものとする。

　　国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税務上
の取扱いに関する FAQ より。（FAQ とは、よく
ある質問とその回答を集めたもの）
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法人が交付を受ける
　助成金等の収益計上時期の取扱い

基本的なケース

3月
決算

5/1

X1期 X2期

5/1　現金 400 / 雑収入 400

申請雇用継続等
△

交付決定・入金
400

事前手続のあるケース
3月
決算

5/12/1
△

交付決定・入金
400

△
計画の届出など
所定の手続き

休業等実施
・経費支出

 400

申請

X1期 X2期
5/1　現金 400 / 未収金 4002/1　経費 400    / 現金 400

3/31  未収金 400 / 雑収入 400


